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政務活動（調査研究・研修・要請陳情等）実施報告書 

滝沢市議会の政務活動費の交付に関する条例第９条に規定する使途基準に基づき、

政務活動（調査研究・研修・要請陳情等）を実施したので、報告します。 

 

記 

 

１ 期日  

令和 2 年 2 月 18 日（火） から 令和 2 年 2 月 19 日（水）まで 

 

２ 活動場所  

 ①たましん RISURU ホール  

 

３ 参加者 

公明党 相原孝彦、小田島清美  

（滝政会 角掛邦彦 日向清一 稲荷場裕 井上仁） 

 

４ 活動内容  

  別紙のとおり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



政務活動シート

活動成果

●特記事項
（1）自治体財政の基本について
　　国と地方の歳出規模や国・地方間の財源配分、地方交付税・臨時財政対策債
　の仕組みなど自治体財政の基本について研修を深めた。令和2年度の予算審査
　を迎えるにあたって、本市の予算を見ていく際の大いなる参考となる研修であっ
　た。
（2）2020年度予算と地方財政について
　　自治体財政の基本と合わせながら2020年度の地方歳出の重点項目や地方財
　政計画と決算の乖離など予算審査に関わっての見どころ基本的事項等を研修
　した。
（3）すぐに役立つ予算審査について
　　消費税10％に伴う社会保障の充実や、全世代型社会保障検討会議を踏まえて
　の市町村の財政問題など予算審査における論点を多岐にわたって研修した。
●所感等
（1）、（2）どちらも森裕之氏による講演であったが自治体財政の基本を5時間にわ
　たり丁寧な説明であった。特に地方交付税の決定方法についても研修したが、
　国の算定基準については興味深く研修した。少子高齢化の中で若者定住や
　現に若い世代が住んでいる市町村に対しての算定基準としてもう少しウエイトが
　あったほうが、少子高齢化対策には有効と思われた。若い人がいる世帯の市町
　村が扶助費で苦しむようでは少子高齢化対策に反するのではないかと危惧され
　た。地方自治からの要望を進めていきたい。
　

調査主体：　　公明党

調査項目名称 調査研究（視察含む）　　・　　研修　　・　　要請陳情等

活動の理由
及び

その目的

（1）滝沢市は、財政構造改革に取り組んでいる中、令和2年度の予算審議会におい
て財政の見方を再度研修し、今後の市政に求められる予算の新たな知見を得るため
研修会に参加するものである。
（2）2020年度の予算から地方財政における影響及び見方について知見を得るため研
修会で学ぶものである。
（3）全世代型の社会福祉の向上は今後の少子高齢化の社会の中で特に重要な施策
である。2年度の国の社会保障についての知見を広め自治体における社会福祉の予
算について研修会で学ぶものである。

活動概要

研修会
●実施日
令和2年2月18日（火）～19日（水）
●場所
（1）2月１８日　東京都立川市RISURUホール　13：00～18：10
（2）２月１９日　東京都立川市RISURUホール　9：15～14：15

●内容
（1）自治体財政の基本　講師　森　裕之
（2）2020年度予算案と地方財政　講師　森　裕之
（3）すぐに役立つ予算審査　講師　石川　満　他
●参加者
公明党　相原孝彦　小田島清美
滝政会　角掛邦彦　日向清一　稲荷場裕　井上仁



 

 

 

研修日程  

2 月 18 日  

 盛岡発 8：50（はやぶさ 12 号）→東京着 11：04→中央線立川駅  

 研修 13：00～（たましん RISURU ホール第一会議室）東京都立川市錦町 3-3-20 

  

 宿泊 ホテル日航立川（東京都立川市錦町 1-12-1） 

 

2 月 19 日 

 研修 9：15～ たましん RISURU ホール第一会議室  

中央線立川駅発→東京駅発 16：20（はやぶさ 31 号）→盛岡駅着 18：33 

  


